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研究成果の概要（和文）：現在、エクメーネは荒廃が続いており、その構造面からの修復を本気
で考えねばならない段階にある。特に都市域のコンパクト化やスマートシティ化といった政策
や、およびエコロジカル・フットプリントなど適切な評価指標の開発も必要である。本研究で
はそれら諸課題に主に統計的な観点から対応するとともに、対応する都市計画制度や意識改革
に至るまで、次の時代のための新たな解決策の提示を行った。   
 
研究成果の概要（英文）：Now, Ökumene areas face many serious difficulties. We need to 
make action to restore and rehabilitate them as soon as possible. Several concepts and 
methods could be useful to correspond these problems, such as compact city, smart city 
and ecological footprint and so on. This study investigates these topics based on statistical 
data. Concerning urban planning system are evaluated and are also encouraged to have 
self consciousness of these countermeasures. 
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１．研究開始当初の背景 
文明発達や技術革新に伴い、エクメーネは

近年まで拡大を続けてきた。しかし、エクメ
ーネの中の都市域（アーバンエリア）では都

市活動の撤退に伴う未利用地の放置、周辺エ
クメーネへの無秩序な開発続行による自然
資源の収奪、生物多様性の喪失が進んでいる。
さらに、近年の自治体破綻(夕張など)による
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公共サービス縮小や、中山間地域などエクメ
ーネ縁辺部における生活基盤の崩壊、食糧生
産力減退、環境負荷吸収力の低下が確実に広
がっている。これらを総合すると、現在、エ
クメーネはむしろ減少や荒廃を生じている
恐れが極めて高く、その構造面からの修復を
本気で考えねばならない段階にある。  

以上のような現状にも関わらず、持続可能
性を掲げて各地で採用されはじめた地域構
造改善策はまだ全く不十分である。例えば、
都市コンパクト化による環境改善効果はそ
れだけでは限定的であることを申請者らは
既に科研助成を通じて解明している。また、
エコロジカル・フットプリント指標などエク
メーネを広く分析するための新たなツール
も提示したが、まだ実用化にあたっては多く
の課題がのこされている。さらに、都市・農
村・森林のいずれの地域においても既に傷み
が増幅しているにも関わらず、既存の研究や
制度では自己修復・蘇生のためのメカニズム
が全く考慮・内在されておらず、早急に取り
組まなければならない。 
なお、関連する IFHP や IUPEA といった

国際会議の場でも本視点は近年重要視され
ている。わが国では、新たな国土形成計画の
導入に伴い、その PDCA が求められることは
必定であり、国土利用計画と都市計画法の再
考も含めて本研究の成果がそのまま導入さ
れることが期待される。関連データが最も入
手しやすい日本でまずエクメーネ・リサージ
ェンスの実証分析・体系化を行うことで、そ
のシステムを国際的な指針にまで高めるこ
とが期待されている。 
 
２．研究の目的 
持続可能性を確保するうえで、居住域を包

括するエクメーネの傷みを修復し、地域蘇生
（リサージェンス）へとつなげる方法論を確
立する。具体的には、１）関連する既存概念・
事例の体系的整理とコンセプトの確立、２）
空間の質に着目したエクメーネの実態（変
質）と関連影響要因の把握、３）上記知見に
基づく自己修復・蘇生システムの構築、４）
現行制度の改善を含めたエクメーネ・リサー
ジェンスのための支援方法・制度の開発・提
示、５）諸リスクを配慮した支援制度の応用
と実現のための意識改革を実施することを
研究の目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1) 関連する既存概念・事例の体系的整理と
コンセプトの確立 
まず関連する内外の最新研究、事例等の包

括的整理を通じ、関連概念の体系的整理を行
った。特に関連する国内・国際会議などでの
エクメーネ、コンパクトシティ、スマートシ
ティ、エコロジカル・フットプリント、空間

分析手法、コミュニケーション技法などの概
念や手法を起点として整理を開始し、本研究
で取り上げる幅広い概念に関する実態を課
題としてまとめた。また、この整理をもとに、
どのような切り口から地域の自己修復・蘇生
をとらえていくかを吟味し、具体的な分析の
切り口を提示した。 
 
(2) 空間の質に着目したエクメーネの実態
（変質）と関連影響要因の把握 
エクメーネの実態把握を進めるため、いく

つかのサンプル地域を対象に、土地利用の実
態や空間の質に着目したマクロレベル、ミク
ロレベルでの都市活動および土地利用関連
データを収集し、その把握力を確認するとと
もに、時系列的検討の可能性を探った。 
その上で、地域の自立性を考慮した方向性

の検討を行った。具体的にはエネルギーの地
産地消、トータルでの環境負荷削減を念頭に、
まず現状でのスマートグリッドの導入など
の地域レベルでの導入可能性を検討した。 
 
(3) 自己修復・蘇生システムの構築 

自己修復・蘇生システム構築の可能性を検
討するうえで、どのような政策課題を検討対
象とし、またどのような指標等で適切に評価
を行うかについての基礎的な検討を行った。
特に、スマートシティ化において、その都
市・地域計画との連動方策を実証的な観点か
ら明らかにした。特にスプロールなど、地域
の「傷み」に対応した形での対応策を定量的
に提示することが可能となった。 
また、環境面での「傷み」を具体的に評価、

計測するエコロジカル・フットプリント手法
について、その汎用化を進め、パッケージと
して完成した形で提供した。あわせて、その
中での説得的コミュニケーションの活用可
能性や地域の魅力創造に関する方向性につ
いても検討を行った。 

より広域的な視点にたつ場合、最終的には

国家レベルで持続可能性の目標をどのよう

に置いているかが下位のプランに影響を及

ぼす。この最上位計画である国家レベルでの

持続性評価指標の実態を国際的な観点から

初めて把握し、その課題を明示した。 
さらにこれらの知見に基づいて、自己修復

・蘇生システムがその基本思想として本来内

在すべきものは何であるかについて、生命環

境的なアプローチを通じて言及した。 
 
(4) エクメーネ・リサージェンスのための支
援方法・制度の開発 

的確な支援方法や制度を提案するため、ど

のような方策を取れば、どのような効果が得

られるかについて、主にスマートシティ導入

問題を対象に感度分析を実施した。その際、



特に技術革新の要素を重点的に配慮した。 
また、結果を一般化し、各自治体が今後の

政策展開を考究する上で直接活用できるよ

うな都市モデルを新都市経済学の考え方を

応用することで構築し、実際に適用を行った

。データが必ずしも得られない場合の対応策

や、様々なステークホルダーの存在を念頭に

置いた検討を実施した。 
さらに、ここでは上位の計画であるマスタ

ープランのスケールで、持続可能性を実現で

きるだけの仕組みが本当にどれだけ内在さ

れているかについて、実例を収集・分析する

ことで検討した。特に低炭素化やコンパクト

シティ化といったエクメーネ・リサージェン

スに密接な要素に注目して検討を加えた。な

お、通常の郊外からの撤退を主眼とした研究

では抜け落ちてしまいがちな、中心地数の削

減についてもあわせて言及した。 
 
(5) 諸リスクを配慮した支援制度の応用と実
現のための意識改革 

研究の取りまとめと実践を行うこの部分

では、エクメーネ修復のために実施するコン

パクトシティ政策などに内在する盲点や、支

援制度自体が内在する本質的課題について

定量的なデータに基づく客観的分析を実施

した。特にエクメーネを修復する過程の中で

生じる新たなリスクについても配慮を行い、

その計量化と対応政策を評価した。また近年

の交付金制度などの制度の有効性について

実証的な検討を行い、「傷んでいる所」が手

当てされない仕組みが内在していることを

実証的に明らかにした。 
自己修復・蘇生システムを効率的に回して

いくためには然るべき情報提供や教育も不

可欠となる。ここでは自地域だけで地域修復

が困難となるケースにも視野を広げ、他地域

援助の新たな枠組み、制度での対応方策につ

いて実証分析を通じて今後の方向性を示し

た。さらに行政担当者がエクメーネの自己修

復・蘇生システムに自主的に取り組んでいく

ためには、何が支配要因になっているかを広

範な観点から分析整理した。 
 最後に、地域教育の在り方を変えることで、
自己修復・蘇生システムを整える方策を提示
した。具体的にはモビリティ・マネジメント
教育や個人の健康問題への配慮を通じ、効果
的なコミュニケーション技法に基づく「傷
み」の改善手法を具体的に提示した。 
 
４．研究成果 
(1) 関連する既存概念・事例の体系的整理と
コンセプトの確立 17)18)19)。 
(2) 空間の質に着目したエクメーネの実態

（変質）と関連影響要因の把握、 
 ここでは現状把握の観点から、地域空間の
利用状況と環境負荷の関係、およびその変質
が暮らしに及ぼす影響をサンプル地域での
検討を通じて客観的に明らかにした。また、
それと同時にこのような問題を検討する上
での方法論をあわせて開発した。 
 地域空間の利用状況と環境負荷の関係に
ついては、都市コンパクト化を長期的に実現
する上での転居行為に着目し、京都市を対象
とした検討を実施した 14)。エクメーネの現状
を理解し、環境負荷削減を進めていくために
は意識啓発の役割が少なくない事を明らか
にしている。また、今後の人口減少が進むこ
とによって空間が変質し、それに伴って生活
行動自体が大きな影響を受けることも予想
される。さらに状況によっては店舗や公共交
通の撤退に伴って買い物行動などを行うこ
と自体がたいへん難しくなる可能性も否め
ない。ここではさらに都市部から農村部まで
を広く含む倉敷市を対象に、都市サービスの
撤退に伴い、居住者の生活に及ぶリスクの定
量化を行った。この結果、自転車などに日常
生活を依存している都心周辺部の居住者が
被る影響が一番大きいことなどが新たに明
らかにされた。 
 また、エネルギーの地産地消を通じて各地
域の自立性を確立し、トータルの環境負荷削
減を通じてエクメーネの基盤をどれだけ向
上できるかを確認した。具体的には EV 利用
も含めたスマートグリッド、スマートシティ
を対象に、余剰エネルギーの有効活用という
観点からその導入可能性評価を行った。この
結果、現在政府が省エネ補助を行っている高
層住宅群よりも、戸建てと中高層が混在して
いるような地域において、地産地消度を高く
できることが示唆された。これはむしろスプ
ロール型市街地の方が計画街区よりもスマ
ートグリッド導入の可能性が高いというこ
とを意味している 12)。これからの都市計画の
中には、エネルギー自立化計画も含め、あわ
せて吟味が必要なことが示唆されたと言え
る。 
 
(3) 自己修復・蘇生システムの構築 

以上のような知見に基づき、複数の観点か
ら自己修復・蘇生のためのシステムづくりを
行った。特に 自己修復・蘇生システムを構
築していく上で、そのモニタリングを適切に
行い、操作性が高く、かつ網羅性もある指標
が求められる。そのような指標の代表例とし
て本研究ではエコロジカル・フットプリント
指標を取り上げた。本検討ではその考え方と
算出方法や算出基準の現状を整理し、どのよ
うな観点から指標の整理が必要かを吟味し
た 18)。またその指標を実際の地域に適用し、
その値を算出するための手順とプログラム



を一般化した 28)。 
 また、自己修復・蘇生を考える上で交通エ
ネルギーが大きな比重を占めていることが
明らかになったため、自動車利用をコントロ
ールすることの可能性まで言及した。具体的
には、自動車利用の詳細な動機にまで遡り、
どのような動機による自動車利用に対し、ど
のような政策アプローチがありえるのかを
定量的に検討した 16)。また、都市整備の観点
からは、住民自身が自発的に解を見出し、改
善につなげていくプロセスが必要不可欠で
あるため、都市部を対象に社会実験的なアプ
ローチでその構築可能性を検証した 21)。 
 さらにこのような個人行動やまちづくり
といった個別の観点にたつ自己修復・蘇生に
加え、より上位の観点から全体を統括的に俯
瞰する検討も必要である。本研究では最上位
の観点として、国が持続可能性達成のために
どのような持続可能性指標をそのモニタリ
ング指標として提示しているかを経年的、か
つ体系的、国際的に整理した。この結果、持
続可能性指標の扱いは国によって大きく異
なり、ドイツのように少数の指標を継続的に
運用している国もあれば、イギリスのように
機会を見てその内容を大きく入れかえなが
ら対応している国もあることが明らかにな
った。また米国のように必ずしもモニタリン
グが十分に継続されていないケースも散見
され、持続可能性指標を導入することだけで
一定の評価が得られた時期は既に過ぎ去っ
たといえることがはじめて示された 2)。 
 なお、これら一連の自己修復・蘇生システ
ムの構築、吟味の取り組みを経て、その仕組
み自体の基本思想や哲学についても吟味を
重ねることができた。特に経済的な競争原理
にのみ立脚した思考回路に基づくと、目の前
の修復や蘇生を行う前にさらに将来的に大
きな修復や蘇生を必要とする行為がなされ
る傾向の強いことが示された。これは自己修
復・蘇生システムの機能を阻害するガン細胞
の生成にたとえることができる。つまり、現
在までの都市・地域づくりのように、競争力
のある活動の導入ばかりに心血を注ぐので
はなく、然るべき時期と状況になれば周囲に
影響を及ぼすことなく自死する（これをアポ
トーシスという）よう、諸活動をあらかじめ
インプットすることの重要性についても指
摘がなされた 29)。 
 
(4) エクメーネ・リサージェンスのための支
援方法・制度の開発 
 有効な支援方法や関連制度を構築してい
くためには感度分析的対応に基づく吟味が
有効である。何を改善すればどれだけ効果が
得られるのか、それは技術的な改善、インフ
ラ整備などの投資的な支援、また制度検討の
上での方策など多岐に渡る。特に個別の技術

革新の影響や開発者の行動をコントロール
することで何がどう変わるかについて、モデ
ル的な検討を通じて知見を重ねることの意
義は大きい。さらに現行の計画関連諸制度の
有効性とその今後のあり方についてあわせ
て考察を進めた。 
 まず、各街区におけるスマートグリッド導
入適性を先述したとおり(2)において検討し
たが、それは現状の市街地条件のもとでの結
果であった。これは、関連する技術の革新が
進めば各地区の導入適性も当然変化するこ
とを意味している。このため、全国の市街地
を想定してこの感度分析を実施したところ、
たとえば EV 自動車に対する急速充電技術の
発達が進むことで、自動車の複数保有が進む
郊外地区でスマートグリッドの導入適性が
大きく改善されることなどが初めて明らか
になった 3)。 
 また、幅広い地域にわたって理論的な検討
を可能にするため、応用都市経済学の観点か
ら都市活動のモデル化を行った 4)。さらにエ
クメーネ全体に渡って一定の議論を可能と
するためには、不十分なデータを補間する技
術もあわせて開発を進めた 20)。これに加え、
関連する主体の行動の影響をモデル中で正
確に検討できるよう、その改善を進めてい
る 5)。 
 計画関連諸制度については特に政策の根
幹となるべく準備されているはずの都市マ
スタープランに言及した。特にその中で持続
可能性の実現がどのように念頭に置かれて
いるか、また都市構造コントロールとの対応
をどのように考えているか、といったポイン
トについて、実際の都市マスタープランを広
く収集し、その内容の変遷を文脈の確認まで
行うことを通じて客観的な整理を行った。こ
の結果、最近 10 年の間にコンパクトシティ
化、低炭素化を念頭においた都市マスタープ
ランは急激に増えていることが示された。そ
の一方で、片や郊外開発に理解を示すなど、
記述内容に矛盾が残されているものも少な
くないことが指摘された 1)。 
 さらに、分権化の進む特定の市町村だけで
は広域的な観点からのより適切なプランの
作成は難しい事も指摘された。海外の事例の
中には都市と郊外、中山間地域の関係のみな
らず、都市圏の中の中心地の数の削減を通じ
て縮退型都市圏計画を実現しようとするケ
ースも存在する 13)。良質なエクメーネの整備
を進めて行く上で、そのような対応は一つの
有効な選択肢になる可能性が高いと考えら
れる。 
 
(5) 諸リスクを配慮した支援制度の応用と実
現のための意識改革 
 本研究を通じてエクメーネ・リサージェン
スの第一歩と位置付けられたコンパクトシ



ティ政策であるが、その状況に依っては居住
者の生活リスクが却って一時的に上昇する
場合があることが提示された 7)。また、分散
型集中と一般的に呼ばれている合併自治体
などにおける緩和的方策は、望ましい改良を
もたらさない場合が多い事もあわせて明ら
かとなった。 
 また、近年ではエクメーネ・リサージェン
スに活用が期待できる直接的な財政補助と
して、まちづくり交付金などの制度があげら
れる。しかし、本制度は分権化に伴って地方
にその運用がまかされる余り、地方が独自で
それらの実施効果を検証し、次期の予算配分
にその結果を反映する仕組みとなっている。
このような枠組みの中では、利用者数増加な
どの一般的指標でエクメーネ・リサージェン
スに関する諸政策は適切に評価できない場
合が多い。このため、地方自治体が予算を割
くべき策に対して却って予算が割り当てら
れなくなりつつあるという憂うべき状況が
明らかになった 11)。地方分権化が思考停止し
た状況の中で推奨され続けている実態に目
を向け、本当に必要な政策に資金が振り向け
られるような仕組みの改革が必要である。 
 予算規模縮減の中、東日本大震災などの非
常時はもとより、平常時においても地域間相
互の助け合いがなければ、エクメーネ・リサ
ージェンスの実現は難しい。ここでは東日本
大震災による被災を一つの実験的環境とと
らえ、他地域から市民レベルで援助の手がど
れだけ入っていたかを定量的に明らかにし
た。この結果、「絆」意識を持つことより、
被災地の近場に居住し、有給休暇が取りやす
い職についているといった要因の方がはる
かにその実施に有効であることが示された 6)。 
 自己修復・蘇生を具現化するにあたり、感
度分析で示された各変数のパラメータはあ
くまで一つの目安である。なぜなら、そのよ
うな変化が一般的には生じることがわかっ
ていても、各関係主体が実際にそのようなつ
もりで動かなければそれだけの効果は発生
しない。逆に言うと、関係者や関係個人の意
識が十分に高ければ、それら諸政策がさらに
有効に機能することは疑いない。ちなみに、
同じ行政担当者でも、個人によっては関係政
策に取り組む姿勢が大きく異なり、それは各
個人の履歴にも影響を受けることが明らか
となった 9)。教育プロセスの中で個人が興味
を持つ話題と連携させたり 15)、また早い段階
からの科目教育との連動が長い目で見て不
可欠 8)であることが示された。 
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